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１．はじめに

ダイオキシン類 による環境の汚染の防止等を図るため、ダイオキシン類に関※

する施策の基本とすべき基準を定めること等により、国民の健康を保護すること

を目的として、平成１１年７月に、ダイオキシン類対策特別措置法（平成１１年

法律第１０５号）が制定・公布された。同法第７条では、ダイオキシン類による

水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）に係る環境上の条件について、人の健

康を保護する上で維持されることが望ましい基準を定めることとされている。

これを受けて、平成１１年８月２日に環境庁長官から中央環境審議会に「ダイ

オキシン類対策特別措置法に基づく水質の汚濁に係る環境基準の設定、特定施設

の指定及び水質排出基準の設定等について」諮問が行われ、環境基準の設定につ

いて専門的事項の調査等を進めるため、同審議会水質部会にダイオキシン類環境

基準専門委員会が設置された。

本答申案は、ダイオキシン類の水質環境基準について、同専門委員会における

検討結果をもとにとりまとめたものである。

なお、本答申案において、今後の検討課題とされた事項については、引き続き

同専門委員会において検討を行い、順次とりまとめて答申を行う予定である。

※本報告書においては、「ダイオキシン類」とは、ポリ塩化ジベンゾフラン、ポリ

塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン及びコプラナーポリ塩化ビフェニル（以下、

「コプラナーＰＣＢ」という。）をいう。

２．基本的考え方

(1) ダイオキシン類の挙動等

ダイオキシン類は、大気、土壌、水域の全ての環境媒体を通じ、摂食、呼吸

等により人体に摂取される。また、ダイオキシン類は、各環境媒体への直接の

排出のみならず、大気から土壌、土壌から水域といった環境媒体間の複雑な移

行により環境濃度が形成されるという特徴を持っている。

環境庁が、平成１０年度に行った「ダイオキシン類緊急全国一斉調査」の結

果によればダイオキシン類の環境中濃度は、全国平均で大気では約

、土壌では約 ､公共用水域水質では約 、0.23pg-TEQ/m 6.5pg-TEQ/g 0.40pg-TEQ/l3

地下水質では約 、底質では約 であり、水生生物0.081pg-TEQ/l 7.7pg-TEQ/g －乾重量
では約 であった。この結果からも、種々の経路を経由した環2.1pg-TEQ/g －湿重量
境媒体や水生生物へのダイオキシン類の移行の状況がうかがわれる。なお、ダ

イオキシン類は水に溶けにくく、水中では主としてプランクトンや微細粒子に

含まれる形で存在する。これらのダイオキシン類が水生生物中に濃縮・蓄積さ
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れると考えられることから、水質の測定に際しては、水中に浮遊する微細粒子

等に含まれるダイオキシン類も含めて、水質濃度を求めている。

一方、飲料水を含む食品からのダイオキシン類の摂取量は、「食品からのダ

イオキシンの一日摂取量調査」（平成１０年度、厚生省研究班）により明らか

にされている。この調査によると、我が国における食品及び飲料水からの平均

的なダイオキシン類の摂取量は約 日であり、このうち魚介類が2.00pg-TEQ/kg/
約 日を占めている。また、環境媒体からのダイオキシン類の直1.41pg-TEQ/kg/
接摂取量は、環境中の濃度から、大気経由が 日、土壌経由が0.07pg-TEQ/kg/

日と算出されており、食品からの摂取を合わせると、現時点0.0084pg-TEQ/kg/
での日本の合計ダイオキシン類摂取量は平均的にみて 日程度と推2.1pg-TEQ/kg/
定される。

水質環境基準の設定に当たっては、このようなダイオキシン類の挙動と国民

の摂取実態を考慮する必要がある。

(2) 水質の環境基準設定の基本的な考え方

①これまでの水質環境基準の設定方式

従来、人の健康の保護に係る水質環境基準の設定に当たっては、食品とし

ての魚介類の安全を確保するために生物濃縮を考慮して基準を定める方式

（ＰＣＢ等）、または、人が飲用する水の安全を確保するために飲用水由来

の摂取を考慮して基準を定める方式（砒素等）という二つの方式のいずれか

を根拠として数値を設定してきた。

②生物濃縮を考慮する方式について

ダイオキシン類については、前述のような国民摂取実態から魚介類を経由

した摂取が多いことが既知の事実であり、ＰＣＢ等の場合と同様に生物濃縮

を考慮した環境基準の設定が望まれるが、以下のような制約がある。

ⅰ）生物濃縮係数を求めるには、現場の実測データから求める方法と、実験

データ等に基づく文献値を用いて求める方法とが考えられる。実測により

求める場合については、基本的にダイオキシン類の測定データが少なく、

水質の測定値についても、現在のデータは各測定点につき１データのみし

か得られていないものが大半を占める。このため、各測定データは必ずし

も当該測定点の平均的状況を代表する値となっていないと考えられること

や水生生物の生活パターンなどに起因して、現状のデータからは水生生物

のダイオキシン類濃度と水質・底質濃度との間で相関が得られず、ダイオ

キシン類の水質・底質から生物への濃縮率を、定量的に導くことが困難で

ある。

また、文献による場合についても、生物濃縮を考慮した基準設定に必要
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な情報、例えば、コプラナーＰＣＢの生物濃縮係数に係る知見、生物濃縮

係数の異なる多数の異性体がある場合の毒性等量に対応した総合的な濃縮

係数の算出に係る知見、人の生涯にわたる魚介類の一般的摂食パターン、

摂食種類の偏りなどの情報が整備されていない。

ⅱ）ＰＣＢ等の場合は、食品としての許容上限値に基づき生物濃縮を考慮し

て水質環境基準が定められたが、ダイオキシン類については、国民の平均

的なダイオキシン類摂取量が耐容一日摂取量（ 、以下Tolerable Daily Intake
ＴＤＩと言う。）に比較して小さいため、食品としての魚介類の許容上限

値が定められておらず、バランスのとれた食事が大切と整理されている。

このため、現時点では生物濃縮を考慮する方式により、十分な科学的裏付

けの下に水質環境基準を設定することは困難な状況にある。

③飲用水としての利用を考慮する方式について

一方、飲用水としての利用の観点から安全な水であることは、水質環境基

準の重要な要素のひとつであり、多くの化学物質についてこの観点から環境

基準が設定されている。

「食品からのダイオキシン一日摂取量調査」によると飲料水からのダイオキ

シン類の摂取は現状では少なく（ 日）、また、ダイオキシ0.0002pg-TEQ/kg/
ン類は水にほとんど溶けず、水中では主として浄水過程の濾過等で除去し得

る濁質として存在しているが、比較的高濃度に汚染された水域の存在も考慮

し、これを改善する見地から水質環境基準を設定する意義はある。

④水質環境基準の設定の手順

以上に加えて、ダイオキシン類対策特別措置法の施行（公布後６ヶ月以

内）までに水質環境基準を設定しなければならないという状況を考慮し、当

面の取り扱いとしては、まず「飲用水としての利用を考慮する方式」により

基準値を算定し、既存の知見で整理できる範囲で「生物濃縮を考慮する」観

点からもこの算定値の持つ意味について検証・評価することにより、両者を

勘案して環境基準値を設定することとした。

これは、ダイオキシン類の摂取は我が国においては魚介類経由の割合が多

いという点に照らすと、生物濃縮に係る知見が限られている現時点において

やむを得ない対応である。

なお、この水質環境基準の設定によって同法に基づく水質常時監視が体系

的に実施されるようになれば、それに伴って水質等の測定データの蓄積が格

段に進むこととなる。

これらの状況と相まって、今後、生物濃縮を考慮する観点からの水質環境

基準の見直しが早急に実現されるよう、必要な知見の充実を図る必要がある。
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(3) 底質の環境基準について

従来、底質については、環境保全上維持されることが望ましい基準としての

環境基準は定められていない。ダイオキシン類について、底質の環境基準を短

時日で設定するに当たっては、以下のような課題が存在する。

ⅰ）生物濃縮を考慮して設定するためには、前述のような水質環境基準の場

合と同様の問題があり、現在の測定データから底質と水生生物の間の定量

的な関係を導くのは困難な状況にある。

ⅱ）水質環境基準を飲用水の利用を考慮する方式を中心として設定する場合

に、水質濃度と底質濃度との関係が明確であれば、水と底質との間の分配

平衡を仮定して水質環境基準から底質環境基準を導き出すことができるが、

現在得られている測定データからは両者の間にも明確な関係を見出すこと

ができない。この原因としては、先に水質について述べたのと同様に、基

本的に底質の測定データが少なく、現在得られている各測定データは必ず

しも当該測定点の平均的状況を代表する値となっていないと考えられるこ

とに加えて、底質から水質へのダイオキシン類を含む微細粒子巻き上げ等

の状況、水質からプランクトンへのダイオキシン類の取り込みの状況等が

測定点により異なることも考えられる。

ⅲ）底質のダイオキシン類は、水中への溶出あるいは底質を摂取する底生生

物を通して魚介類に移行・蓄積されるが、その機構は明らかではない。

以上を考慮し、底質の環境基準設定については、まず、底質中のダイオキシ

ン類の分布実態や底質からの巻き上げ・溶出等の挙動に関する知見の集積に努

めることが適当である。

言うまでもなく、底質がダイオキシン類のストック媒体であることを考慮す

ると、底質の環境基準の設定は緊要な課題である。

なお、水質の改善がはかばかしくない場合には、二次汚濁源としての底質の

除去等の対策まで必要となるが、現状では、除去等に伴う汚濁の拡散、処分方

法等について不安、懸念がある点に留意する必要がある。今後、汚濁された底

質の除去等の対策を講ずる場合の適切な手法についても、併行して早急に調査

検討を行う必要があると考えられる。
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３．対象項目及び基準値

(1)対象項目

ダイオキシン類対策特別措置法では、ダイオキシン類として、ポリ塩化ジベ

ンゾフラン、ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン及びコプラナーポリ塩化ビ

フェニル（コプラナーＰＣＢ）が規定されており、同法に基づく水質環境基準

は、ここで規定されたダイオキシン類を対象項目とすることが適当である。

なお、同法では環境基準を「人の健康を保護する上で維持されることが望ま

しい基準」と規定しており、健康項目の環境基準として設定することが適当で

ある。

(2)基準値

①飲用水としての利用を考慮する基準値の算定

の「飲料水水質ガイドライン」では、ＴＤＩが設けられた物質につWHO
いて、水経由の曝露を評価する場合、通常はＴＤＩの１０％を飲料水に割り

当てるという取り扱いがなされているが、他の媒体を経由した曝露が大きい

ことが明らかな場合には、ＴＤＩの１％が割り当てられている。

ＷＨＯのこの一般的な取り扱いに基づき、ダイオキシン類は飲用水以外の

経路からの曝露が大きいことを考慮して、ＴＤＩの１％を割り当てることと

する。平成１１年６月に取りまとめられた「ダイオキシン類の耐容一日摂取

量（ＴＤＩ）」（中央環境審議会、生活環境審議会及び食品衛生調査会）に

基づきＴＤＩを 日とすると、体重 の人が１日当たり リッ4pg-TEQ/kg/ 50kg 2
トルの水を飲むとして、水質の基準値は となる。1 pg-TEQ/l

②生物濃縮の観点からの検証・評価

ダイオキシン類の摂取は、生涯にわたり、また、種々の食品・媒体からの

摂取を通じ、全体としてＴＤＩの範囲内であることが重要であることを考慮

すると、各水域での要求水質は、少なくとも平均的に見てＴＤＩに対応した

内海魚のダイオキシン類濃度を確保するものである必要がある。

魚介類を平均の 倍量摂食している人について安全性が要求される魚介1.5
類の平均濃度を試算し、生物濃縮係数を１００００倍、５０００倍程度と仮

定して魚介類濃度から水質濃度を求めると、要求される水質の平均濃度は各

々 、 程度となる 。0.27pg-TEQ/l 0.54pg-TEQ/l ※

一方、我が国の公共用水域の水質濃度は、平成 年度ダイオキシン類緊10
急全国一斉調査によると、全国平均として約 であるが、現在水0.40pg-TEQ/l
質濃度が を超える水域について、環境基準の設定に伴い対策が行1pg-TEQ/l
われ、その水質が全て 以下に改善されるとすれば、公共用水域の1pg-TEQ/l
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平均水質濃度は 以下となる。0.27 pg-TEQ/l
ダイオキシン類について、魚介類経由の摂取を考慮し、生物濃縮率から本

格的に水質環境基準を求めるには種々の科学的知見が不足しているが、現時

点で得られる知見に基づき、いくつかの仮定を置いた試算から求められる平

均的な要求水質濃度と水質環境基準により達成される平均的な水質濃度レベ

ルは、概ね対応する水準になるものと考えられる。

なお、平均量の魚介類を摂食する人について同様の試算を行うと、要求さ

れる公共用水域の平均水質濃度は、 、 程度となり、0.45pg-TEQ/l 0.90pg-TEQ/l
現状の平均水質は、これらの値より低濃度となっている。

③環境基準の値

以上を勘案し、ダイオキシン類の水質環境基準値は、 とするこ1pg-TEQ/l
とが適当である。

※：平成１０年度の調査を基にした国民の平均的ダイオキシン類摂取量約

のうち、魚介類からの摂取量は であるが、2.1pg-TEQ/kg/day 1.41pg-TEQ/kg/day
ダイオキシン類の各摂取経路への分配割合が一定と仮定すると、 のTDI

に対応する魚介類経由の摂取量は、 であり、4pg-TEQ/kg/day 2.7pg-TEQ/kg/day
これを体重 の人で見ると、魚介類から１日あたり のダイオ50 kg 135 pg-TEQ
キシン類の摂取となる。

・国民は１日あたり平均 のダイオキシン類を魚介類から摂取している70 pg-TEQ
が、そのうち概ね既存文献データに基づき、 を外海魚から、 を内海魚1/3 2/3
（内海、内湾魚及び沿岸魚）から摂取していると想定する。また、厚生省デ

ータにより魚介類の摂食重量は、１日当たり平均 であり、そのうち外海100g
魚が 、内海魚が を占めると想定する。3/4 1/4
・魚介類を平均の 倍量摂食している人（内海魚・外海魚をともに平均的な魚1.5
種構成・産地とする）の場合、外海魚のダイオキシン類濃度は一定と考える

と、外海魚から を摂取していることになり、内海魚からの摂取35pg-TEQ/day
は差し引き となる。100pg-TEQ/day
・魚介類 倍摂食者のＴＤＩに対応する内海魚の平均的ダイオキシン類濃度は1.5
これを内海魚の摂食重量（平均の 倍で 日）で除して求めると1.5 37.5g/
2.7pg-TEQ/g 10,000 PCBとなり、ダイオキシン類の水質から生物への濃縮率を （

の水質環境基準で用いられた濃縮率）、 （平成１０年度全国調査データ5,000
に基づく、水質の全国平均値（ )及び水生生物濃度の全国平均値0.40pg-TEQ/l
( )の比を取ると、 × ≒ 、米国環境保護庁が2.1pg-TEQ/g 2.1 1000/0.40 5000

のｸﾗｲﾃﾘｱで用いたとされる濃縮率）と仮定し、要求平均水質濃度2,3,7,8-TCDD
を求めると の場合 、 の場合 となる。10,000 0.27 pg-TEQ/l 5,000 0.54 pg-TEQ/l
ここで仮定した生物への濃縮率は、食習慣等を踏まえた「見かけ」の濃縮率

というべきものである。

・なお、ここでは基準検証のため、一定の魚介類多食者を想定したものである

が、個人的なレベルではより極端な摂取の偏りもあり得ることについて留意

する必要がある。
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４．適用のあり方

ダイオキシン類の水質環境基準については、人の健康の保護という観点から見

た場合、飲料水経由の影響に加え、魚介類経由の食物摂取による影響等も考慮す

る必要があることから、これまでの健康項目に係る水質環境基準と同様に、河川、

湖沼、海域を問わず全ての公共用水域に適用することが適当である。

また、地下水については、人の健康を保護する観点から、従来の水質環境基準

と同様に、現に飲用に供されている地下水のみならず、全ての地下水に適用する

ことが適当である。

５．達成期間の考え方

従来の健康項目に係る環境基準については、「直ちに達成され維持されるよう

に努める」とされているところである。しかしながら、ダイオキシン類について

は、多様な経路を経て人体に摂取されるため、土壌・底質への蓄積、環境媒体間

における移行による時間的遅れ等の要素を考慮する必要があり、「可及的速やか

にその達成維持に努める」等とすることが適当である。

６．測定及び評価の考え方

(1)測定方法

ダイオキシン類の水質環境基準の測定方法については、日本工業規格

( )に掲げる方法とすることが適当である。K0312 1999
なお、毒性等量の算出に用いる毒性等価係数（ ）は、 １９９TEF WHO-TEF
８ に基づくものとし、毒性等量の算出にあたっての定量下限値未満の数値の※

扱いについては、ダイオキシン類の環境水の分析は、極微量の多数の異性体

について分析することが必要であることを考慮し、定量下限値未満検出下限

値以上の数値はそのままとし、検出下限値未満の数値は検出下限値の１／２

として扱うことが適当である。

また、測定に当たっては、極微量の環境水の分析であることから、精度管

理を徹底し、採水方法、採水・試料の保存及び分析に当たっての損失あるい

は汚染の防止、十分な検出能力・定量下限値及び必要な分析精度の確保を図

る必要がある。

※：１９９７年に提案され、１９９８年の に掲載さEnvironmental Health Perspective
れたもの。
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(2)環境基準達成の評価

ダイオキシン類の水質環境基準を達成しているか否かの判断については、

この基準が長期的摂取に伴う健康影響を考慮して定められていることから、

年平均値をもって行うことが適当である。

７．今後の課題

諮問事項に対し、現在得られている最新の科学的知見を集約すること等により

検討を行い、その結果を以上のようにとりまとめたが、ダイオキシン類の環境中

での挙動等はなお未解明の部分も多い。したがって、ダイオキシン類による人の

健康への影響の未然防止の徹底のためには、関連する科学的知見の集積・評価が

不断に行われ、その結果が施策に的確かつ迅速に反映されることが極めて重要で

ある。

以上を踏まえて、生物濃縮を考慮する観点からの水質環境基準の見直しと、底

質環境基準の設定に係る検討を早急に行うため、以下に掲げる課題に十分留意す

ることが必要である。

①ダイオキシン類の環境中での分布実態・挙動をより正確に把握するため、水

質・底質・水生生物及びそれらに関する測定データの蓄積を図ること。

②測定データから、ダイオキシン類の水質・底質から生物への濃縮率を定量的

に導くため、測定点の平均的状況を代表する水質測定値を把握すること。

③生物濃縮を考慮した基準設定に必要な、コプラナー 等の生物濃縮係数PCB
に係る知見、生物濃縮係数の異なる多数の異性体間がある場合の総合的な濃

縮係数の算出に係る知見、人の生涯にわたる魚介類の一般的摂食パターン等

の知見を集積すること。

④底質から水質へのダイオキシン類の微細粒子巻き上げ・溶出に係る知見や、

底質から魚介類への移行に係る知見を集積すること。

⑤二次汚染源としての底質の対策手法についても検討を進めるため、除去、不

溶化等の対策技術、汚染防止のための監視手法等に関する知見を集積するこ

と。

８．おわりに

本答申案では、諮問事項に対し、現在得られている科学的知見から検討を行い、

結果をとりまとめた。今後これを受け、ダイオキシン類に係る水環境保全施策が

着実に進められることを期待する。
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議題 ・ダイオキシン類対策特別措置法に基づく水質の汚濁に係る環境基準

、 （ ）の設定 特定施設の指定及び水質排出基準の設定等について 諮問

２．第１回ダイオキシン類環境基準専門委員会（平成１１年８月９日）

議題 ・専門委員会の公開の取り扱いについて

・ダイオキシン類の水質環境基準に関する調査検討の進め方について

３．第２回ダイオキシン類環境基準専門委員会（平成１１年９月２８日）

議題 ・ダイオキシン類の環境基準に関する他委員会の検討の進捗状況につ

いて（報告）

・ダイオキシン類水質環境基準の設定の考え方について

・ダイオキシン類水質環境基準の適用に関する考え方について

４．第３回ダイオキシン類環境基準専門委員会（平成１１年１０月２２日）

議題 ・ダイオキシン類の環境基準に関する他委員会の検討の進捗状況につ

いて（報告）

・専門委員会報告案について
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諮 問 第 ７ ８ 号

環水企第３０３号

環水管第２１４号

環水規第２４１号

平成１１年８月２日

中央環境審議会会長

近 藤 次 郎 殿

環境庁長官 真 鍋 賢 二

ダイオキシン類対策特別措置法に基づく水質の汚濁に係る環境基準の

設定、特定施設の指定及び水質排出基準の設定等について（諮問）

標記について、環境基本法（平成５年法律第９１号）第４１条第２項第３号の規

定に基づき、次のとおり諮問する。

「ダイオキシン類対策特別措置法に基づく水質の汚濁に係る環境基準の設定、特定

施設の指定及び水質排出基準の設定等について、貴審議会の意見を求める。」

［諮問理由］

ダイオキシン類による環境の汚染の防止等をするため、ダイオキシン類に関する

施策の基本とすべき基準を定めること等により、国民の健康の保護を図ることを目

的として、この度、ダイオキシン類対策特別措置法（以下「法」という。）が制定

されたところである。

このため、政府としては、法第７条に基づき、ダイオキシン類による水質の汚濁

に係る環境上の条件について、人の健康を保護する上で維持されることが望ましい

基準を定めるとともに、法第２条第２項に基づき、ダイオキシン類を含む汚水又は

廃液を排出する施設を特定施設として定め、また、法第８条第１項に基づき、特定

施設に係る排出水に係るダイオキシン類の排出基準等を定める必要がある。
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＜参考４＞

ダイオキシン類対策特別措置法について

平成１１年７月１２日（月） 成立

平成１１年７月１６日（金） 公布

１．法律制定の目的 （第１条）

（１）ダイオキシン類による環境汚染の防止や、その除去等を図り、国民の

健康を保護することが必要。

（２）このため、施策の基本とすべき基準、必要な規制、汚染土壌に係る措

置等を内容とする、新たな枠組みの整備。

２．法 律 の 概 要

（１）ダイオキシン類に関する施策の基本とすべき基準

①耐容一日摂取量（ ： ）（第６条）TDI Tolerable Daily Intake
人の体重１ 当たり４ピコグラム以下で政令で定める値。kg

②環境基準（第７条）

大気汚染、水質汚濁（水底の底質の汚染を含む）、土壌汚染に関す

る環境基準の設定。

（２）排出ガス及び排出水に関する規制

①特定施設

規制の対象となる特定施設を政令で指定。

②排出基準（第８条）

排出ガス（大気）、排出水（水質）に係る排出基準の設定。

総理府令で技術水準を勘案した全国一律の基準を定め、特に必要が

あれば都道府県が条例でより厳しい基準を定めることが可能。
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③大気総量規制基準（第 条）10
都道府県知事は、環境基準達成が困難な大気総量規制地域（政令指

定）について、総量削減計画を作成、総量規制基準を設定。

総量規制地域の設定については、住民から都道府県を経由して国に

意見申出が可能。

④特定施設の設置の届出、計画変更命令（第 条～第 条）12 16
特定施設を新設する際に、知事へ届出。知事は６０日以内に計画変

更の命令が可能。

なお、既存施設については、法の施行後１月以内に届出。

⑤排出の制限、改善命令（第 条～第 条）20 22
排出基準、総量規制基準の遵守義務。知事は改善命令が可能。

なお、既存施設については、法の施行後１年後から遵守義務。

（３）廃棄物焼却炉に係るばいじん・焼却灰等の処理等

①ばいじん・焼却灰中の濃度基準（第 条）24
ばいじん・焼却灰中のダイオキシン類の濃度基準を厚生省令で設定。

当該基準は、廃棄物処理法上の処理基準として用いる。

②廃棄物最終処分場の維持管理基準（第 条）25
廃棄物の最終処分場の維持管理の基準を総理府令・厚生省令で設定。

当該基準は、廃棄物処理法上の処分基準として用いる。

（４）汚染土壌に係る措置（第 条～第 条）29 32
知事は、土壌環境基準を満たさない地域のうち特に対策が必要な地

域を指定（地域指定の要件は政令で定める）し、対策計画を策定。

汚染土壌の除去等に関する対策に、「公害防止事業費事業者負担

法」「公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する

法律」を適用。

○公害防止事業費事業者負担法

国・地方公共団体が行う公害防止事業の費用を、因果関係が明確な汚染事業者に

負担させる。

○公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律

地方公共団体が行う公害防止事業について、国の補助負担割合のかさ上げ（この

場合、 ～ ）を行う。50/100 55/100
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（５）国の計画（第 条）33
内閣総理大臣は、事業分野別の排出量の削減目標量や、そのための

措置、廃棄物減量化施策などを定める計画を作成（公害対策会議の議

を経て策定）。

（６）汚染状況の調査・測定義務

① 知事は大気、水質（底質を含む）、土壌の汚染状況を常時監視し、

環境庁長官に報告。（第 条）26

② 国・地方公共団体は汚染状況を調査測定。（第 条）27
調査測定の結果は、知事がとりまとめて公表。

③ 事業者に排ガス、排出水の測定義務。（第 条）28
測定の結果は知事に報告され、知事がとりまとめて公表。

（７）施行期日（附則第１条）

公布の日から６ヶ月以内の政令で定める日（最終期限は、平成１２

年１月１５日）から施行。

（８）検 討（附則第２条）

・臭素系ダイオキシンに関する調査研究の推進。

・健康被害の状況、食品への蓄積状況を勘案して科学的知見に基づく検

討等。
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＜参考６＞

ダイオキシンの耐容一日摂取量(ＴＤＩ)について（概要）
（環境庁中央環境審議会環境保健部会、厚生省生活環境審議会、

食品衛生調査会 報告書概要 平成１１年６月）

１．はじめに

耐容一日摂取量（ＴＤＩ： ）は、ダイオキシンによるTolerable Daily Intake

健康影響を未然に防止する観点から的確な対策を講じる上で、重要な指標。

本報告書は、最新の知見をもとに、ダイオキシンのＴＤＩについて検討した。

＊ダイオキシン

ダイオキシン類

ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン（ＰＣＤＤ： )Polychlorinated dibenzo­p­dioxin
ポリ塩化ジベンゾフラン（ＰＣＤＦ： ）Polychlorinateddibenzofuran

ダイオキシン類似化合物

コプラナーポリ塩化ビフェニル（コプラナーＰＣＢ： ）Co­planer PCB

２．これまでの経緯

１９９０年 ＷＨＯ欧州地域事務局専門家 ＴＤＩは、１０ 日pg/kg/
（平成２年） 会合報告書

１９９６年 厚生省ダイオキシンのリスク ＴＤＩは、１０ 日pg/kg/
（平成８年） アセスメントに関する研究班

１９９７年 環境庁ダイオキシンリスク評 健康リスク評価指針値として
（平成９年） 価検討会 ５ 日pg/kg/

pgTEQ/kg/１９９８年 ＷＨＯ欧州地域事務局・国際 Ｔ Ｄ Ｉ は １ ～ ４
(平成１０年) 化学物質安全性計画( ) 日。当面の最大耐容摂取量はIPCS

専門家会合 ４ 日。究極的に１pgTEQ/kg/
日未満に低減。pgTEQ/kg/

３．暴露の状況 ４．ヒトに対する影響

暴露の状況 ヒトに対する影響

通常 ・欧米諸国：２～６ 日 明らかな健康影響pgTEQ/kg/
レベル ・日本： ２．６ 日 を示す知見は報告pgTEQ/kg/
の暴露 （いずれもコプラナーＰＣＢを含む） されていない。

・母乳中のダイオキシン濃度は過去２０年間で
２分の１以下に低下。

事故に ・タイムズビーチ（米国）、セベソ（イタリア 高用量の暴露で、

よる ）等 が ん 死 亡 率 の 上
高用量 ・化学工場内での職業暴露 昇、クロルアクネ

の暴露 （塩素 瘡）等
ざ そう
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５．動物実験における影響

①発がん性

②肝毒性

③免疫毒性

④生殖毒性（形態異常、生殖器系への影響等）

⑤その他

６．体内動態

①経口摂取と吸収 消化管、皮膚及び肺から吸収。

②体内での分布 血液、肝、筋、皮膚、脂肪に分布。
特に肝、脂肪に多く蓄積。

③代謝、排泄 代謝されにくい。
主に糞中に排出。排泄速度には種差が大きい。

④母子間の移行 ダイオキシン類は胎児に移行するが、胎児の体内濃度
が母体より高くなることはない。
母乳を介して新生児に移行する。

７．毒性のメカニズム

細胞内のＡｈレセプターという蛋白との結合を介し・ダイオキシンの毒性は、

。て発現

・ヒトはダイオキシンの毒性に対して感受性の低い種とみなされている。

・ダイオキシンの発がん性は、遺伝子傷害性でなく、他の発がん物質による発

がん作用を促進する による。プロモーション作用

・Ａｈレセプターを介さない毒性もあるが、高用量の暴露で生じる。

８．毒性等価係数（ＴＥＦ）と毒性等量（ＴＥＱ）

① （ＴＥＦ )：毒性等価係数 : Toxic Equivalency Factor

・ダイオキシンの個々の同族体の毒性の強さを、最も毒性の強い

を１として表した係数。2,3,7,8­TCDD

② （ＴＥＱ ）：毒性等量 : Toxic Equivalent

・多数の同族体の混合物として存在するダイオキシンの毒性の強さを、各

同族体の量にそれぞれのＴＥＦを乗じた値を総和して表した値。

③現時点では、１９９７年の を用いることが適当。ＷＨＯの最新のＴＥＦ

・現在、毒性があるものとしてＴＥＦが与えられているのは、ＰＣＤＤが
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７種、ＰＣＤＦが１０種、コプラナーＰＣＢが１２種

９．ＴＤＩの算定

①基本的な考え方（ＷＨＯが採用したものと同じ）

ア．ダイオキシンの毒性が、直接的な から、遺伝子傷害性が無いとの判断

ＴＤＩの算出には、無毒性量（ＮＯＡＥＬ）あるいは最小毒性量（

ＬＯＡＥＬ）に、不確実係数を適用する方法を用いる。

イ．ダイオキシンのように蓄積性が高く、かつその程度に大きな種差がみら

れる物質については、影響との関連をみるためには、一日あたりの摂取

量よりも、 する方が適当である。体内負荷量（body burden）に着目

各種毒性試験において評価指標とした反応の毒性学的意義、用量依存性、ウ．

の上、最低レベルの体内負荷量で試験の信頼性、試験の再現性等を考慮

毒性反応が認められた試験を、ＴＤＩ算定の対象とする。

エ．動物実験の結果から人におけるＴＤＩを算定する際には、不確実性をも

った様々な要因が算定値に大きな影響を及ぼすので、不確実係数を設定。

②各種毒性試験における体内負荷量

影 響 動物試験による体内負荷量 評 価

①薬物代謝酵素 ０．８６ （ラット） 投与に対する生体の適応反応とng/kg
誘導 ２０ （マウス） みなされる。ng/kg

②リンパ球の構 ９ （マーモセット） 高用量において、低用量での影ng/kg
成変化 １０ （マーモセット） 響とは逆の構成比変化。ng/kg

③クロルアクネ ４．０ （ウサギ） 局所的な暴露の影響であり、体ng/kg
内負荷量の算定は不適当。

（塩素 瘡） また、ヒトの知見を優先採用。
ざ そう

④免疫毒性 ８６ （ラット） 毒性影響と認められる。免疫系ng/kg
１００ （マウス） は複雑であり、今後、複数の指ng/kg

標を用いた詳細な検討が必要。

⑤雄性生殖器系 児動物の精巣内精子細胞数等の 雄性生殖器系への影響について
への影響 減少が、２７ 以上、５５ は、影響の発現と体内負荷量のng/kg

以上、８６ 以上で レベルの関係が評価指標、試験ng/kg ng/kg
観察されたとする報告あり。 項目、実施機関により相違する
しかし、６８８ でも観察 ので、影響を発現させる最低のng/kg
できなかったとの報告もある。 体内負荷量は、特定の数値を採
射精精子数の減少は４２５ 用するよりも、複数の実験結果
で観察された。 の総合評価により決められるべng/kg

受胎率低下は８６０ でも き。ng/kg
有意差認められず(以上ラット)

⑥子宮内膜症 ４０ （アカゲザル） 試験の信頼性が不十分。ng/kg

⑦学習行動テス ２９～３８ （アカゲザ 訓練で回復可能な軽度なもの。ng/kg
ト成績低下 ル） 行動学的検査のみの評価。

⑧雌性生殖器形 ８６ （ラット） 毒性影響であり、用量依存性、ng/kg
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態異常 試験の信頼性等あり。

③ヒトの一日摂取量の算定方法

ヒトが生涯暴露により、この体内負荷量に達するために必要な一日摂取量

を、ＷＨＯと同じ計算式で求める。

④不確実係数の決定

様々な要因を考慮し、ＷＨＯと同じく１０とした。

⑤ＴＤＩの決定

各種試験の結果を総合的に判断 概ね８６ng/kg前後をＴＤＩの算定・ し、

とする。根拠とする体内負荷量

・ＷＨＯ専門家会合も、ＴＤＩを１～４ 日としつつ、当面、現在のpg/kg/

先進諸国の暴露量が耐容しうるものと考えられることから、４ 日pg/kg/

を最大の耐容摂取量とし、究極的には１ 日未満に低減していくこpg/kg/

現在の暴露状況は耐容しうるとを目標としており、我が国でも、当面、

のものと考えられる。範囲

当面の間のダイオキシンのＴＤＩは、８６ng/kgの体内・以上から、

負荷量から、ヒトの一日摂取量を求め、不確実係数の１０を適用し、

。４pgTEQ/kg/日とすることが適当

体内負荷量８６ng/kg以下のレベ・なお、いくつかの動物実験において、

。ルでも微細な影響が認められており、今後とも調査研究を推進

１０．おわりに

（１）ＴＤＩの意義と留意点

① を指標とした値でＴＤＩは、生涯にわたって摂取し続けた場合の健康影響

あること。

→従って、一時的に多少超過しても健康を損なうものではない。

②今回のＴＤＩは、 こと。最も感受性が高い胎児期の暴露の影響を指標とした

→従って、人の集団全体に対する評価としては、より安全サイドに立っ

ている。ちなみに、発がん性等は、より高用量の暴露で起きるもの。

③ であること。不確実係数を適用した数字

→感受性の差など個人差等も織り込んだものとなっている。

④ダイオキシンの暴露は大部分が食事によるものだが、それぞれの食品の持

つ栄養素の重要性等も考慮し、 。バランスの取れた食生活が重要
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については、なお研究が必母乳から乳児が取り込むダイオキシンの影響

要だが、母乳哺育の有益な影響から母乳栄養は推進されるべきとされる。

⑤母乳中のダイオキシン濃度が過去２０年程度の間に半分以下に低下してい

我が国のダイオキシン暴露量は低減してきたとることからわかるように、

考えられる。

さらに、政府では、今後４年以内にダイオキシンの総排出量を９割削減す

ることとしており、環境中のダイオキシン濃度は 。今後一層低下が期待

（２）今後の対策

①ダイオキシン対策の推進

現在の暴露状況は、今回のＴＤＩと比べて十分に低いと言えな・我が国の

ことから、 することが必要。い 環境への排出を削減

・ダイオキシンは生物にとって有害で無益なものであるから、将来的には、

。摂取量をできる限り少なくしていくことが望ましい

・あらゆる関係者が、排出削減に向けた取り組みを推進することが重要。

②今後の調査研究の必要性

・今回のＴＤＩは、既存の科学的知見を基に算出された当面のもの。

・ダイオキシンの人体影響については、未解明な部分が多く、各種の調査

研究の推進が重要。

・今後の調査研究の進展や、ＷＨＯの再検討の状況を踏まえながら、改め

て検討していくことが適当。



＜参考７＞

報告で用いた各数値の根拠

◎ＷＨＯ飲料水水質ガイドラインにおけるＴＤＩの摂取量の割り当てについて

主要な経路 ＴＤＩの摂取量 物質の例

の割り当て
水が主たる経路である場合 ２０～５０％ 砒素（ ）、シアン（ ）20% 20%

ﾆﾄﾘﾛ三酢酸（ ）（ ） 等NTA 50%
※４物質

経路が不明または一般的な場合 １０％ アンチモン、ほう素、

ニッケル、四塩化炭素等
４２物質

他媒体が主たる経路である場合 １％ ｼﾞ（ ｴﾁﾙﾍｷｼﾙ）ｱｼﾞﾋﾟﾝ酸、2-
ｼﾞ（ ｴﾁﾙﾍｷｼﾙ）ﾌﾀﾙ酸、2-
リンデン、ペルメスリン等

９物質
※消毒剤と消毒副生成物を除く。

◎内海魚及び外海魚からのダイオキシン類摂取量比について

「食品からのダイオキシンの一日摂取量調査」（平成９年度、厚生省研究班）及び摂
南大学宮田教授による測定から、以下の各魚種について平均濃度データを得る。これと、

水産庁等によるこれらの魚種の平均一日摂食量(一日一人当たり)により、内海魚（内海、

内湾魚及び沿岸魚）、外海魚それぞれの摂食量荷重平均濃度が推算でき、ひいてはそれ
ぞれからのダイオキシン類摂取量が推算できる。

種別 魚種 平均濃度 濃度デー 平均摂食量 摂取量DXN
( ) タ出典 ( 人日) ( 人日)pg/g g/ / pg/ /
1.27 2.3内海魚 あじ 厚
3.66 0.1あなご 厚

0.992 2.0さば 厚
0.696 1.0たい 厚

10.4 0.06すずき 厚

7.82 0.1このしろ 宮
1.48 0.01はぜ 宮

1.33* 25 33内海魚総計 －
0.403 1.4外海魚 かれい 厚、宮

0.602 0.1ひらめ 厚、宮

0.433 1.4ほっけ 厚
0.01 2.0きはだ 宮

0.26* 75 19外海魚総計 －
平均摂食量による重み付け平均値。*



以上より、ダイオキシン類摂取量の比は

33 19 2 1内海魚：外海魚 ＝ ： ～ ：

すなわち、全魚介類からのダイオキシン類摂取量のうちおおよそ が外海魚と推算1/3
される。

◎魚介類 倍摂食者について1.5

平成９年の国民栄養調査（平成 年３月公表、厚生省）における地域別の平均魚介11
類摂食量は下表のとおりであり、ここにおいて最大の 人 日(北海道)でも、平125.8 g/ /
均の 倍に達していない。1.5

地域ブロック別平均魚介類摂食量(国民栄養調査) [ 人 日]g/ /
全 北 東 関 関 北 東 近 近 中 四 北 南
海 東 東 畿 畿 九 九

体 道 北 Ⅰ Ⅱ 陸 海 Ⅰ Ⅱ 国 国 州 州

98.2 91.7 97.8 99.6 94.7 99.2 88.0 93.8 90.4125.8 120.5 101.7 102.7

◎ＴＤＩに係る内海魚、水質の試算の詳細について

〇ＴＤＩに対応した魚介類からのダイオキシン類摂取量

・国民の平均的ダイオキシン類摂取量 のうち、魚介類からの摂取量は2.1 pg/kg/day
。1.41pg/kg/day

TDI pg/kg/day・ダイオキシン類の各摂取経路への分配割合が一定と仮定すると、 の４

。に対応する魚介類経由の摂取量は、 ＝1.41x4.00/2.1 2.7pg/kg/day
× ＝・これを体重 の人で見ると、魚介類から１日あたり50 kg 2.7 pg/kg/day 50kg

のダイオキシン類摂取となる。135 pg

現状の平均ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類摂取量

2.1 pg/kg/day全 体

1.4 pg/kg/day 0.8 pg/kg/day魚介類 その他

ＴＤＩに対応するﾀﾞｲｵｷｼﾝ類摂取量
4 pg/kg/day全 体

2.7 pg/kg/day 135pg/ /day 1.3 pg/kg/day魚介類 → 人 その他

〇内海魚からのダイオキシン類摂取量

・国民は１日あたり平均 × ＝ のダイオキシン類を魚介類から摂1.4 pg/kg 50 kg 70 pg
取。そのうち を外海魚から、 を内海魚から摂取（ 食品基準並び）と仮定。1/3 2/3 PCB



魚介類からの平均的ﾀﾞｲｵｷｼﾝ摂取量（体重５０ｋｇ成人）
ﾀﾞｲｵｷｼﾝ 摂取量 全 体 日（＝ × ）70 pg/ 1.4 pg/kg 50 kg

うち外海魚 との仮定から 日1/3 23 pg/

・内海魚・外海魚をともに平均的な魚種構成等で平均の 倍量摂食している人の場合、1.5
外海魚から 日 ＝ 日のダイオキシン類を摂取と試算。23pg/ x1.5 35pg/
・ に対応する魚介類からのﾀﾞｲｵｷｼﾝ類摂取量 日から、外海魚分の摂取量をTDI 135pg/

に対応する平均的漁種構成等の内海魚からのﾀﾞｲｵｷｼﾝ摂取量は、差し引くと、TDI
。135­35=100pg/日

○試算上の平均水質濃度

・魚介類を１．５倍摂食している人の場合の内海魚の摂食重量は国民平均から試算。

魚介類 倍摂食者の魚介類摂食重量 （国民平均×１．５）1.5
魚介類摂食重量 全体 約 １５０ 日g/
うち内海魚 との仮定から 日1/4 37.5g/

・生物濃縮係数を、５０００倍、１００００倍と仮定。

・内海魚からのダイオキシン類摂取量を、これらの数値で割れば、試算上の要求水質
濃度となる。

100pg/ 37.5g/ 5000 0.54pg-TEQ/l日÷ 日÷ ＝

100pg/ 37.5g/ 10000 0.27pg-TEQ/l日÷ 日÷ ＝



*Toxicological Profile for CHLORINATED DIBENZO­p­DIOXINS U.S. Department of(
)に基づき作成Health & Human Services, December 1998

＜参考８＞

諸外国のダイオキシン類水質環境基準設定状況

1 *( )米国
)環境基準i

の下で、水質環境基準については、 (環境保護庁)が「クライテClean Water Act EPA
リア」を示し、各州が基準を設定する。 は、 について次の「クライEPA 2,3,7,8­TCDD
テリア」を示している。

2,3,7,8­TCDD : 0.013 pg/l
なお、この値の算定根拠は、 に基づくものではなく、 の発がんリスクを見TDI 10 －６

込み、飲料水からの直接ばく露経路と魚類への濃縮を経由したばく露経路を考慮してい
る。(米国で発表されている濃縮率：別紙)

の「クライテリア」は各州に対し拘束力を持つものではなく、各州がどのようEPA
な基準値を設定するかは各州の裁量に委ねられている。
実際上、米国各州が設定している水質環境基準値は、 (ヴァーモント州な0.0013 pg/l
ど)から (ミネソタ州 提案中)まで多様である。20 pg/l ,

)飲料水の基準ii
の中で、人の健康に影響を及ぼす恐れのある化学物質の安Safe Drinking Water Act

全レベルが規定されているが、ダイオキシンについては健康影響を生じさせない最大汚
染レベルとして基準が設定されている。全ての公共給水は、これに従わなければならな
いとされている。

Maximum Contaminant Level 2,3,7,8­TCDD : 30 pg/l( )
( )Maximum Contaminant Level G o a l : 0

なお、米国各州が設定している飲料水の基準値は、 ～ まで多様である。0.0013 30pg/l

( )カナダ2
カナダでは現在、人の健康の保護の観点からは基準設定がなされていない。しかしな

0.038がら、カナダ環境保護法に基づく水生生態系保護のための環境ガイドライン案(
)が示されている。pg­TEQ/l

なおこの数値は、ニジマス幼生の 日間生長阻害試験の最低影響濃度( )に基28 LOEL
づいており、また 類及び 類の 換算値に適用されるものである。PCDD PCDF TEQ

( )オランダ3
オランダでは、地表水についてはダイオキシンの基準はないが、土壌について暫定介
入基準値( )が設けられているほか、その濃度の土壌と平衡状態にある地1000 pg­TEQ/g

1 pg­TEQ/l 1997下水濃度として、地下水の基準値( )が設定されてる。(これらの値は
を採用しており、従って まで含んだ値である)WHO­TEQ Co­PCB

( )上記以外の諸国について4
上記のほか、オーストラリア、ドイツ、英国、オランダ、イタリア、フランス、デン
マーク、フィンランド、ノルウェー、スイス、ニュージーランド、韓国、ＥＵについて
も調査したが、人の健康の観点から設定された水質環境基準は、いずれの国においても
設定されていない。




